
テント撤去・

2.7集会プログラム
18:30開会

神田香織(司会:講談師)

淵上太郎(挨拶:経産省前テントひろば)

鎌田 慧(挨拶:テント応援団)

V~松 勇(特別報告:小児科医・臨問題研究会)
カンパ要請

森園かずえ(原発いらない福島の女たち)

青柳行信(九州電力本居前テントひろば)

ミサオ・レッドウルフ(首都圏反原発連合)

河合弘之(テント裁判弁護団長、弁護士紹介)

20:30閉会
圃・・・・・-・・圃・・・・・・・・・・・・・・......圃・1_11........町固・・・"圃・・・・・・・・・・.箇".
圃場所:日本教育会館8階第1会議室
圃主催:経産省前テントひろば、テントひろば応援団



2・7集会への連帯のメッセージ

再稼働阻止全国ネットワーク「伊方の家J 八木健彦

「テント撤去と原発再稼働を許すな !2・7集会Jにお集まりの皆さんに、伊方原発から 10kmの

地点にある「伊方の家Jから連帯のメッセージを送ります。

3・11東電福島原発の事故から4年に近い時間がたとうとしていますが、原発災害には終わりが

ないということを日々痛感させられています。そういう中で原発再稼働が強行されようとしています。

この原発の維持推進、原発再稼働推進のために経産省はこの間どれだけの悪だくみを行ってきている

でしょうか。それはとみに露骨になってきています。それを叩き潰してやりたいと多くの人が思って

いるに違いありません。テントはその経産省の前に3年半立ち続け、対侍してきました。益々官僚的

で強権的な様相を強めている政府・経産省は司法をも動員しながらテント撤去へと突き進もうとして

います。これはまさに川内・高浜・そして伊方原発の再稼働へと、まるでベルトコンベアで処理する

かのごとく突き進んでいくそれと軌をーにしたものと言うべきでしょう。

私たちは闘っていきます。福島の苦しみと怒りを絢に抱きながら、そしてテントの3年半の日々を

頭に刻み付けながら、再稼働の嵐に立ち向かっていきます。規制委は春には伊方原発再稼働の合格証

を出すと言われています。その後には地元住民の命と意志を無視し踏みにじる f地元同意Jのプロセ

スが始まります。私たちはなんとしてもそこに立ちはだかりたい。

今、当地では統一地方選を控えて「地方創生jと大書したポスターが張り巡らされています。その

第一弾が原発再稼働だと安倍政権は言うのでしょうか。原発によって地域は衰えてきましたが、再稼

働は地域を滅ぼしてしまいます。一部の人の、いっ時の金回りをあてにして再稼働をすべきという声

が地元の声として報じられたりしていますが、大半の人たちは不安におののいています。そして原発

依存=隷従構造を打破して佐田岬半島の新たな地域作りに懸命に努力している人たちもいます。周辺

の南予地域では各地で市民の会が結成されたりと様々な行動が始まっています。毎月 11日の伊方原

発ゲート前座り込みはこの 2 月で45 回目を数えましたが、 2 月下旬~3月初旬には南予各地で様々

な集まりが準備されています。八幡浜でも金曜アピール行動、 8000枚のチラシ戸別配布、車を駈つ

ての街宣 .i士だち等が取り組まれています。日本一のミカン産地の当地では、ミカン農家の方たちも

再稼働に危機感を持ち反対しています。私たちはなんとか住民の意思と願いを住民投票へと積み上げ

ていけないかと志向しています。

私たちは原発によって人々の命が、子供たちの未来が危険にさらされることを座視することはでき

ない。私たちは原発によってふるさとが、地域が失われ、滅iぎされることを許すわけにはいかない。

私たちは原発によって美しい空・海・山々が、ミカンや魚が放射能で汚染されるのを許すことはでき

ない。私たちの意志や顔いが無残に無視され踏みにじられることに我慢はしない。南予の豊かな自然

に根を下ろした日々の営為によって紡がれている私たちの生活と地域社会が持続し、未来の世代へと

引き渡してして責任を全うしたい。



-経産省前テントひろばーひろば維持の歴史的・論理的な意味

2015年2月7日広瀬隆

経産省前テントひろばを撤去しようとする日本政府・経産省の策動に対して、その行

為が「あってはならないことJである旨を以下に述べる。

①日本国憲法には、第3章 国民の権利及び義務、として以下の条が定められている。

第11条【基本的人権の享有1一一切国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。
この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在

及び将来の国民に与へられる。

第12条【自由・権利の保持の責任とその濫用の禁止】一一この憲法が国民に保障する

自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持しなければならない。又、国

民は、これを濫用しではならないのであって、常に公共の福祉のためにこれを利用する

責任を負ふ。

第13条【個人の尊重と公共の福祉}ーーすべて国民は、個人として尊重される Q 生命、

自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法そ

の他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。

②経済産業省の職員もまた、日本国民であるが故に、第12条に定められた「公共の福

祉のため」の責任を負っているにもかかわらず、現在の経産省i士、福島第一原発事故の

被曝者救済もせずに人権を無視し、震災復興予算の火事場泥棒に明け暮れ、国民の過半

数が望んでいない「原発の再稼働j を強引に推し進め、明らかに公共の福祉に違反して

いる。

@原発がわずか200ガル程度の通常の地震によって運転停止を余儀なくされるメカニ

ズムであることから、 「原発を重要なベースロード電源と位置づける」とした日本政

府・経産省のエネルギー基本計画は、電力の安定供給という公益に著しく反する。この

事実を実証したのが、 2011年3月の東日本大震災によって運転停止したままの太平洋岸

の原発全18基である。加えて現在まで、原発の運転ゼロのまま、電力はほかの電源によ

って安定供給されていることから、国民大多数の意思によって危険物と断定された原発

は無用である。

④原発停止による火カ発電の燃料費増加を「国富の流出」と位置づける経産省の計算

は間違いである。リーマン・ショックが起こった2008年には、原発が60%稼働していて、

その年の化石燃料の輸入額は28兆円であったが、原発がほとんどゼロとなった2013年の

化石燃料の輸入額は27兆円である(貿易収支・財務省貿易統計) 0 5年前より、むしろ

減っている。原発は止まったまま電気をまったく生んでいないのに事故を妨止するため

の維持・管理だけで1兆2000億円を要し、新規制基準対策費が2兆4000億円、合計3兆

6000億円を超える原発コストが1ワットの電気も生まずにかかっている。電力会社が原

発全基廃炉によって二うむる特別損失は、再稼働に要する費用より少ない2兆3000億円

にすぎない。よって日本政府・経産省の施策は、経済と産業を破接するものである。

⑤以上のことから、日本国憲法第13条に定める通り、 「経産省前テントひろばj は、

「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利Jを主張する正当な行為である。



メッセージ

本日の、「テント撤去・原発再稼働を許さない! 2・7J集会、

参加できず、残念です。

落合恵子

「テントひろばJがそこに在り続けること、そしてそこに、志をひとつにし

た仲間がいることは、国の内外を問わず、原発に反対する多くの人々にとっ

ては無論のこと、気づきの入口にいるであろう人にとっても、大いなる安息

と刺激と問題提起の場でもあるはずです。

さらに、極めて正当で、、真正な意思表示の場でもあります。

安全で平和で差別のない社会と人間関係を、わたしたちは求めます。

その当然過ぎる「自分を生きるj権利に対して、テント撤去と、原発再稼働

は、いのちへの侵害であり、民主主義の破壊です。

過去から目を逸らすものは、現在にも未来にも盲目になる

という、あの言葉を改めていま、深くかみしめています。

異議申し立ての手を高々と挙げ続けることは、決して容易で、は

ありませんが、一市民であることに密やかにして深い誇りをもって、

これからもご一緒に。


